
■
経
常
収
支
比
率

市
税
な
ど
毎
年
度
収
入
さ
れ

る
財
源
の
う
ち
、
義
務
的
な

経
費
な
ど
、
毎
年
度
支
出
さ

れ
る
経
費
に
充
て
た
割
合

公
債
費
等
の
経
常
経
費
が

減
少
し
た
も
の
の
、
地
方
交

付
税
等
の
経
常
一
般
財
源
が

大
幅
に
減
少
し
た
た
め
、
比

率
が
悪
化
し
ま
し
た
。

■
将
来
負
担
比
率

自
治
体
が
将
来
支
払
う
可
能

性
が
あ
る
負
債
の
財
政
規
模

に
対
す
る
比
率

総
合
体
育
館
建
設
事
業
な

ど
に
係
る
債
務
負
担
行
為
（
将

来
の
支
払
い
を
約
束
し
た
額
）

の
減
少
に
よ
り
改
善
し
ま
し

た
。
ま
た
、
早
期
健
全
化
基

準
で
あ
る
３
５
０
パ
ー
セ
ン

ト
を
大
き
く
下
回
っ
て
お
り
、

健
全
な
財
政
状
況
と
な
っ
て

い
ま
す
。

■
一
般
会
計
の
市
債
残
高

自
治
体
の
借
金
の
残
高

新
規
の
借
入
額
が
償
還
額

を
下
回
っ
た
た
め
、
市
債
残

高
が
減
少
し
ま
し
た
。

区　分 決算額

市

税

477 億2,554 万円

個人市民税 152 億4,911 万円

法人市民税 26 億5,299 万円

固定資産税 232 億2,742 万円

軽自動車税 8 億5,015 万円

市たばこ税 20 億2,136 万円

都市計画税 37 億2,451 万円

市税の内訳

決算報告の資料は、

市ウェブサイトに

掲載しています。

詳しくはこちら▶
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総務費
市の管理事務など　　　

107億2,890万円

10.8%10.8%

11.3%11.3%

11.3%11.3%

3.5%3.5%

6.8%6.8%

39.4%39.4%948億
3,319万円
948億
3,319万円

土木費
道路や河川の整備など

102億7,008万円

教育費
学校整備や社会教育など

113億1,194万円

衛生費
保健医療や生活環境など 

106億7,109万円

労働費・商工費ほか
働く人の支援や産業振興など

47億5,747万円

公債費
市債の償還など

64億3,288万円

消防費
消防・防災対策など

33億2,377万円

民生費
子育て支援など

373億
　3,706万円

11.9%11.9%

5.0%5.0%

自

主
財

源
 5

9
.5

％

自

主
財

源
 5

9
.5

％

依
存

財
源

 4
0
.5

%

992億
9,508万円

992億
9,508万円

国・県支出金
国・県からの補助金など

258億7,875万円

繰越金
前年度からの繰越金

48.1%48.1%

4.1%4.1%

26.0%26.0%

5.1%5.1%

3.0%3.0%

6.4%6.4%地方消費税交付金

63億6,878万円

譲与税・交付金・交付税
国から地方に譲与される税金など

29億3,196万円

市債
市の借入金

50億4,690万円

分担金及び負担金、

使用料及び手数料
市営住宅使用料・

保育園等保育料など

22億1,285万円　

諸収入
貸付金元利収入など

13億4,390万円

市税

477億2,554万円

3.7%3.7%

財産収入・
寄附金・繰入金

36億7,256万円

1.4%1.4%

41億1,384万円

2.2%2.2%

一
般
会
計
決
算

歳
入
の
約
5
割
は
市
税

歳
入
の
約
50
パ
ー
セ
ン
ト
は
、

市
民
・
企
業
の
皆
さ
ん
に
納
め

て
い
た
だ
い
た
市
税
で
す
。
令
和

４
年
度
の
市
税
の
決
算
額
は
約

４
７
７
億
円
で
、
前
年
度
と
比
較

し
て
約
３
億
円
の
増
収
と
な
り
ま

し
た
。

こ
れ
は
、
経
済
社
会
活
動
の
正

常
化
に
よ
る
景
気
回
復
に
伴
う
個

人
・
法
人
市
民
税
の
増
が
主
な
要

因
と
し
て
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

歳
出
は
民
生
費
が
最
多

歳
出
は
、
目
的
別
に
見
る
と
、

福
祉
関
係
の
費
用
で
あ
る
民
生
費

が
約
40
パ
ー
セ
ン
ト
を
占
め
、
最

も
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
国
か
ら
の
補
助
を
受

け
、
物
価
高
騰
に
対
す
る
緊
急
支

援
金
の
給
付
を
行
っ
た
こ
と
な
ど

に
よ
り
ま
す
。

次
い
で
、
教
育
費
が
11
・
9
パ
ー

セ
ン
ト
と
な
っ
て
い
て
、
小
学
校

I
C
T
教
育
の
推
進
、
小
・
中
学

校
校
舎
の
長
寿
命
化
等
を
実
施
し

ま
し
た
。

特別会計区分 歳　入 歳　出

国民健康保険事業 240 億 1,270 万円 239 億 4,456 万円

後期高齢者医療事業 57 億 3,269 万円 57億 2,362 万円

介護保険事業 209 億 2,290 万円 205 億 4,875 万円

新富士駅南地区土地区画整理事業 13 億 3,333 万円 13億 3,110 万円

第二東名 IC周辺地区土地区画整理事業 7 億 5,897 万円 5億　204 万円

富士山フロント工業団地第２期整備事業 8 億 8,492 万円 8億 8,492 万円

歳入　538 億1,872 万円 歳出　530 億7,320 万円 特
別
会
計
決
算

特
別
会
計
と
は

　

特
定
の
事
業
を
行
う
た
め
、
一

般
会
計
と
区
分
け
し
て
設
け
た
会

計
で
す
。
事
業
収
益
や
一
般
会
計

か
ら
の
繰
入
金
な
ど
が
主
な
財
源

で
、
行
政
と
一
体
と
な
り
、
経
営
・

運
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。

富士市には 13の特別会計（令和 4 年度）がありますが、表中では駐車場事業特別会計、
森林財産特別会計、財産区特別会計（ 5会計）を省略しています。

企
業
会
計
決
算

水道事業

事業収益合計

39 億1,755 万円

事業費用合計

33 億8,554 万円

純利益

　5 億3,201 万円

公共下水道事業

事業収益合計

61 億2,753 万円

事業費用合計

50 億3,417 万円

純利益

10 億 9,336 万円

病院事業

事業収益合計

182 億4,712 万円

事業費用合計

153 億　　43 万円

純利益

29 億 4,669 万円

企
業
会
計
と
は

　

法
令
に
基
づ
き
、
独
立
採
算
を

原
則
に
企
業
的
経
営
で
運
営
さ
れ

る
会
計
で
す
。

令和4年度決算決算報告報告
皆さんの納めた税金が、この 1年間でどのように使われた皆さんの納めた税金が、この 1年間でどのように使われた

のかを確かめてみましょう。のかを確かめてみましょう。

問合せ／財政課　☎55-2725　51-1479

富
士
市
の
財
政
状
況

88.2％88.2％→89.489.4％％74.0％74.0％→69.569.5％％

改善 悪化改善

772 億円772 億円→761761億円億円

歳
出

歳
入

年
度
内
に
使
っ
た
お
金

年
度
内
に
入
っ
た
お
金

※ 令和 5 年4 月1日時点の人口（24万8,368人）を

基に計算しています。

（前年度比）

歳出を年間の市民１人当たり

の金額に換算してみると…

総務費

4万3,198円
（－1,787 円）

教育費

4万5,545円
（＋1,907 円）

民生費

15万　330円
（－3,014円）


